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日頃より、日本労働組合総連合会（連合）ならびに私ども首都圏地方連合会の諸活

動に対しまして、格別のご理解とご協力を賜り、心より感謝申し上げます。 

私たちは、すべての働くものに共通の課題である低賃金や不安定雇用、長時間労働

などの問題を解消するとともに、最低賃金の引き上げや雇用のマッチング機能強化、若

年者・女性・高齢者・障がい者などが働きやすい労働環境の整備、雇用対策の強化など

を通じて、ディーセントワーク（働きがいのある人間らしい仕事）を実現させていかな

ければならないと考えています。 

2026 春季生活闘争は、3 年連続での 5％台の賃上げを勝ち取り、連合が目指す「賃金

は上がるもの」という賃上げノルムが定着しつつあります。しかし、日本全体が人口減

少により縮小の流れの中にいる現在、生産年齢人口の減少、切実な労働力不足、格差の

拡大と貧困の固定化など、構造課題は多く、それらを政策によって解決していかなけれ

ばなりません。 

また、今年の夏から「酷暑日」が生まれるなど、止まらない気温上昇をはじめ、大

雨や突風による被害も、過去に比べ甚大になってきています。災害に対しての備えとい

ういみでも生活インフラの老朽化対策を含む、自然災害に対しての備えは欠かすことは

できません。 

首都圏は、全国の人口の約３割を擁し、我が国の政治、経済、文化の中心をなすと

ともに、大都市圏として一つの地域社会を形成しており、九都県市首脳会議は、その舵

取り役として政治・経済・社会などの発展に大きな役割を果たしている大変重要な会議

です。今後も、首都圏における広域的な諸課題の解決に向けて、協調した取り組みを進

めるとともに、まちづくりなどにおいて共同・連携した対応をはかるなど、協調した広

域行政を推進していくことが必要と考えます。 

貴会議におかれましては、都民・県民・市民が内在的に抱える将来不安の払拭に向

け、経済回復の根幹である雇用対策に積極的に取り組まれるとともに、医療・介護・教

育・防災など生活に直結する様々な分野における諸課題への対応や安全で安心してくら

すことができる社会構築に向けて、最大限のリーダーシップを発揮されることを強く望

みます。 

私たち首都圏にある地方連合会は、第 90 回九都県市首脳会議の開催にあたり生活者

の視点に立った喫緊の課題に絞り、以下のとおり要請を行いますので、課題に対する共

通認識をはかり、協調・連携のもと課題解決に向けた取り組みを進められますようお願

い申し上げます。 
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＜雇用・労働政策＞ 

１．2026 年７月からの障がい者雇用率引き上げに伴い、都・県・市は率先して障がい者の

雇用を拡大し、法定雇用率以上を目標として取り組むこと。あわせて、直接受け入れること

となる職場の同僚や責任者が、障がい特性などを理解することができる機会について、研修

等の情報を積極的に発信して理解の促進を図ること。加えて手話に関する施策の推進に関す

る法律の施行を受けて、職場における環境の整備対象に「手話」が含まれることについて理

解促進を図るとともに、整備を進めるとともに、能力や適性を活かし、企業・社会で活躍す

ることができるという認識を共有し、質の高い雇用を実現するために支援体制・処遇改善を

進めること。 

 

２．地域における産業・雇用安定のため、国・ハローワークおよび区市町村と連携し、雇用創

出事業、求人の開拓、職業訓練、相談マッチング機能を強化すること。特に、非正規雇用で

働く方や就職氷河期世代を含む中高年層、就労困難者、ＤＶなどにより困窮する女性や就職

活動中の学生に対する公的相談・支援体制、就労支援・職業訓練などを強化すること。 

  支援体制の強化を行った結果、正規雇用への転換を希望する労働者の正規雇用化や所得向

上について、実績を公表し、目標達成していない場合は課題を抽出するとともに更なる対策

を講じること。 

 

３．公契約条例は、公契約により対象事業に従事する労働者への労働報酬下限額の支払いを担

保し、労働者のディーセントワーク、中小企業等の受注事業者への発注額の適正化と適正利

潤および人材の確保、住民に対する公共サービスの安全・品質の確保につながる。 

具体的な条例制定にあたっては、サービスを含む対象職種の拡大、複数年契約におけるイ

ンフレスライド制度の実施など、条例および関連施策の拡充を図ること。 

  すでに公契約条例を制定している自治体における取り組み状況の把握、賃金実態調査の継

続、データの蓄積等を進め、条例制定の必要性を検証し、労働条項型公契約条例の制定に向

け取り組みを推進すること。 

また自治体の工事や業務委託の入札・契約に関わる条例や要綱などに、労働基準法等の労

働法制や社会保障法規に違反した企業を、発注対象から除外する項目を設けるとともに、発

注者の責務も明確にすること。 

 

４．地域で働き暮らすすべての外国人に対し、労働関係法令をはじめ在留資格ごとの就労制限

や生活に関する情報について、Web サイトにわかりやすい動画を掲載するなどにより周知の

強化を図るとともに母国語による相談・支援体制を整備・拡充すること。 

  あわせて、「日本語教育の推進に関する施策を総合的かつ効果的に推進するための基本的な
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方針」を踏まえ、働くうえで必要な日本語のみならず、生活するうえで必要な日本語につい

ても、外国人労働者に学習の場を提供すること。 

また、人手不足の状況や賃金水準の動向について統一した調査を行うとともに、労働災害

の発生や労働相談の内容など、外国人労働者の就労状況に関する情報の収集と公表・共有を

進めること。 

さらに、法改正により、2027 年 4 月 1 日「育成就労制度」の施行に向けて混乱が生じない

よう、技能実習制度の経過措置などについて、技能実習生や実習実施者、監理団体に対して、

丁寧な説明、および相談対応を行うこと。 

 

５．連合は 2026 春季生活闘争において 3 年連続での 5％超の賃上げを求め、賃金も物価も安定

的に上昇することが容認される社会構造の転換によって、日本の実質賃金を１％上昇軌道に

乗せ、これからの「賃上げノルム」としていくことを目指している。 

  九都県市においても、サプライチェーン全体で生み出した付加価値の適正な分配の実現に

向けて、「働き方」も含めた取引の適正化の推進に取り組むとともに、中小企業などに対して

各種支援策の周知と利用拡大により実効性を担保し、特に春闘交渉前のタイミングで、都県

全域での賃上げに向けた機運醸成に積極的に取り組むこと。 

 

 

＜生活・福祉政策＞ 

６．安定した地域医療や介護体制の確保のため、医療従事者ならびに介護従事者の人材育成・

確保に努めること。 

  また、災害時でも地域住民に対する医療・介護サービスを提供できるよう、九都県市で連

携し、広域的な医療と介護の連携体制を確立すること。 

  さらに、診療報酬と介護報酬が物価上昇などの社会実態を反映したものとなるよう、臨時

改訂を含め国への働きかけを強めること。 

 

７．ヤングケアラーを含むすべての地域住民の複雑化・複合化する支援ニーズに対応する包括

的相談・支援体制の整備に取り組むこと。 

  また、ヤングケアラーについては、継続的に実態調査を行い、対象人数、対象としている

年齢層、就学・就職・経済面など自立に関する新たな課題の把握に努めること。 

相談・支援については、重層的支援体制整備事業など、既存の制度活用だけにとどまら

ず、多機関連携を模索および強化して対応すること。 

  また、都県は、対応する区市町村に対して必要な支援を行うこと。 
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＜防災政策＞  

８．地域防災計画の見直しおよび防災訓練等の実施にあたっては、内閣府「災害対応力を強化

する女性の視点～男女共同参画の視点からの防災・復興ガイドライン～」等を踏まえ、その

意思決定の場に女性をはじめ障がい当事者や性的マイノリティの支援団体、居住外国人等、

被災時に弱者となりやすい立場の当事者やその支援者を加え、多様な立場からの意見を取り

入れ、きめ細かなケアが出来るようにすること。 

  加えて、実際に発災した際には、避難所にも地域住民以外の多くの避難者が集まることが

容易に想定される。首都大都市圏においては、地域防災計画には想定されない、地域外避難

者への対応等について、普段から地域内での理解を広げておく取り組みもあわせて進めるこ

と。 

 

９．非常災害に伴う大量の災害廃棄物を適切に処理できるよう、都県としての広域対応を各自

治体等と連携して行うこと。また、自治体のみでは対応しきれないことも想定し、民間企業

やボランティア団体等との連携はもとより、より実効性を高めるための教育訓練の強化、資

材や廃棄物収集車の確保とそれらに伴う予算措置を行うこと。 

 

 

＜インフラ対策＞ 

10．自治体が管理する道路、橋梁、トンネル等の交通インフラおよび上下水道、工業用水等の

耐震化、老朽化対策を迅速かつ着実に進めるため、ＡＩやドローンなどの技術活用とともに、

国に対し補助を要請することも合わせ十分な予算確保を行うこと。 

また、更新や耐震化の計画の進捗と今後の見通しを示し、計画の方向性を明らかにするこ

と。さらに、保守を担う人材については、その社会的重要性について広く理解を広げ、産官

学の連携により工業高校等とのつながりも深めながら、人材の育成・確保を行うこと。 

 

 

＜防犯・消費者被害対策＞ 

11．若年者や高齢者の悪徳商法や闇バイトなどによる被害を防止するため、充分な注意喚起を

行うとともに、国・都県・区市町村が連携し実効性のある施策を速やかに実施すること。 

 

12．労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関する法律等

の改正を踏まえ、本年 10 月から義務となる「雇用管理上の措置」等について積極的に周知す

るとともに、カスタマーハラスメントの抑止・撲滅に向けた対策を推進すること。 

  地方公共団体においてカスタマーハラスメントに関わる実態調査等を継続的に行うととも



5 

 

に、理解を深めるための啓発を引き続き実施すること。 

  また、消費者庁「第５期消費者基本計画」を踏まえ、消費者と事業者との適切なコミュニ

ケーションなど、倫理的な消費者行動を促進するための施策を一層推進すること。 

 

 

＜環境・エネルギー政策＞ 

13. 2050 年カーボンニュートラル、脱炭素社会の実現のため、再生可能エネルギー利用の積極

推進、次世代エネルギー開発への補助や電力需要の平準化ならびに省エネ対策の推進、緑地

や森林の保全・整備、代替フロン類の回収・破壊などの包括的対策に取り組むこと。 

  ただし、カーボンニュートラルの推進にあたっては、産業構造の転換に伴う失業や労働条

件の著しい低下を招かないよう「公正な移行」に取り組むこと。 

 

 

＜教育・子育て・人権政策＞ 

14．子どもたちが安心して学び学校生活を送ることができる環境を構築し、教員が一人ひとり

の子どもと向き合い、子どもたちの学びを十分に保障するため、学校における働き方改革・

ＤＸを促進すること。 

教職員の過度な超過勤務の縮減にむけ、国に対して、義務標準法による基礎定数・加配定

数の改善を求めるとともに、教員配置基準を改正し教員の加配を行うこと。あわせて、スク

ールカウンセラーやスクールソーシャルワーカー、スクールロイヤー、ＩＣＴの専門スタッ

フなどの人的支援をさらに推進すること。教員の欠員を確実に補充できる人材確保に向けた

具体的な施策を早急に行うこと。 

  また、メンタルヘルス対策および安全配慮義務を果たせるよう、教職員の人数にかかわら

ず全校における産業医の選定と安全衛生委員会の設置を加速化し、休職者を減らすこと。 

 

15. 物価高騰に伴い、後期中等教育・高等教育における家庭の負担軽減のため、授業料以外の

学用品や通学にかかる費用に対しての補助制度を創設すること。各種貸付事業にかかる金額

を増額するとともに、無利子化など負担の軽減を図ること。また、奨学給付金事業の対象要

件について、所得制限の上限を引き上げること。 

  さらに、国公立の学校・大学において入学金は無償ではないため、入学を辞退するケース

がある。入学金の貸付ルールの確立、および返済が厳しい場合は、卒業した場合の返済免除

ルールを導入すること。また、入学金については、入学金支払い時に貸付ができるようにす

ること。 
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16．放課後児童クラブおよび居場所事業について、希望するすべての児童が入所できるように

拡充をはかるとともに、運営時間の拡大、食事提供などニーズに応じた良質なサービスの拡

充を推進すること。 

  特に、保護者の就労などで登校前に子どもが一人になりがちな家庭に対して、小学校や学

童施設等を活用して始業前の時間帯に安全・安心な居場所を提供すること。 

あわせて、保育の質と安全の確保のため、十分なスペースの確保とともに、支援員の人材

確保・処遇改善策を構築すること。 

 

17．子どもの人権を守り、児童虐待の予防と対応策を強化するために、児童福祉司、児童心理

司、相談員を増員し、児童虐待の予防的な取り組みや介入の徹底など児童相談所の機能を強

化すること。 

 

18. 外国につながる子ども達が増加している。今後の日本を形成する存在であることを前提に、

日本における生活の基礎を身に付け、その能力を伸ばす未来を拓くことができるよう、日本

語教育環境を整備することは重要である。日本語指導が必要な児童生徒の受け入れに際して、

タブレット等の翻訳機の普及、日本語指導員の増員配置、学習等支援員の増員配置などを通

じ、学校に過度の負担にならないようにしながら、学校における受入れ体制の充実をはかる

こと。 

 

 

＜ジェンダー平等・多様性推進政策＞ 

19．ジェンダー平等社会の実現に向け、率先垂範となるよう、2026 年 3 月に閣議決定した第 6

次男女共同参画基本計画の内容を踏まえ、第 5 次計画が未達となった要因を検証した上で、

各自治体の男女共同参画推進プラン等を着実に実行し、進捗状況について公表・報告するこ

と。 

 また、様々な統計情報について、SOGI に配慮した上で、ジェンダーによる差異や不平等状

況の把握のためのジェンダー統計として活用できるよう必要な修正を行うこと。 

 

20．多様な家族のあり方やライフスタイルを認め合う社会の実現に向けて、2024 年 10 月の国

連・女性差別撤廃委員会による 4 度目の勧告もふまえ、選択的夫婦別氏制度の早期導入を国

に働きかけること。 

また、すべての希望する人が権利行使できるようパートナーシップ・ファミリーシップ制

度の導入をすすめ、都市間連携・都県間連携に向け検討すること。 
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21. あらゆるハラスメントを排し、すべての人がその能力において希望する働き方と働き続け

ることを選択することが可能となる社会の実現に向けた施策を展開すること。 

あわせて、就労の継続を希望するすべての人が仕事と育児や介護等の両立を実現するため

に、企業における両立支援制度等の充実、働き方の見直しを含めたワーク・ライフ・バラン

スの取り組みの促進・支援など、施策の拡充をはかること。 

また、これらの根底に残存し、直接・間接差別の要因となる社会制度・慣行（アンコンシ

ャス・バイアスを含む）の見直しを推進すること。 

 

以 上 


